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１．公的機関がウェブアクセシビリティ対応を求められる背景 
２．ウェブアクセシビリティに関する規定・ガイドライン等 
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ウェブアクセシビリティとは 2 

ウェブアクセシビリティとは、高齢者や障害者を含め、誰もが
ホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用でき
ることを意味します。 

 
○ウェブアクセシビリティの必要性 
インターネットの普及により、健常者と同様に高齢者や障害者
にとってホームページ等は重要な情報源となっています。しか
し、情報を提供する側がウェブアクセシビリティに配慮して適切
に対応をしていないと、高齢者や障害者が、ホームページ等か
ら情報を取得できなかったり、ウェブ上の手続きができないと
いう問題が発生し、社会生活で多大な不利益が発生したり、災
害時等に必要な情報が届かない状況となれば生命の危機に
直面する可能性があります。 
 

 



ウェブアクセシビリティが確保されていない場合の問題事例 3 

 避難所等の情報や地図が画像PDF（スキャナーでスキャンしたもの等）

のみで掲載され、音声読み上げソフトが使用できず、視覚障害者が避難
情報を得られない。 

 
 市長の会見の模様が字幕のない動画のみで掲載され、字幕やテキスト

の会見録がないため、聴覚障害者が内容を把握できない。 
 
 ホームページがキーボードのみで操作できるように作られておらず、手の

動作が不自由でマウスを使うことができない利用者がホームページを利
用することができない。 
 

 背景と文字の色のコントラスト比が確保されておらず、高齢者や色覚障
害者が閲覧しにくい。 
 

 ホームページが構造化されておらず、機械判読可能（機械やコンピュー
ターで直接読み取って利用できる形式であること）でないため、外国人が
自動翻訳ソフトを使用した際にうまく翻訳されない。 



ウェブアクセシビリティ確保はみんなのため 4 

ウェブアクセシビリティ対応は障害者のためだけの特別な対応ではない。 
誰しも障害者と同様の状況になり得る。一般の利用者のためにもウェブア
クセシビリティ対応が必要。 
 

 一時的な怪我、病気（交通事故でギブスをはめて腕が使えない、目の病気で眼帯を付
けていて目が見えない等） 

 加齢による変化 
 加齢による視力低下（老眼、水晶体の変化（黄色がかって見える、暗く見える、ぼ

やけて見える）等） 
 中高年に多い目の病気（白内障、緑内障等） 
  ※70代後半の約半数が黄変化を伴う白内障 
 加齢による聴力低下 

 外国人旅行者（日本語を理解できない外国人が、旅行中に震災にあった場合に、避難
情報等を得られるか） 

 外出時の小型端末（スマートフォン、スマートウォッチ等）の利用（小さな画面で情報を
得られるか） 

 

また、ウェブアクセシビリティ対応を行えば、ユーザビリティが向上し、利用
者の満足度向上、窓口への問合せ減少による業務効率化につながる。 



ウェブアクセシビリティ確保を求める法律 5 

障害者基本法（昭和45年法律第84号） 
障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするととも
に、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする法律 

（地域社会における共生等） 
第三条  （前略）次に掲げる事項を旨として図られなければならない。 
 三 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会

が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。  

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第六条  国及び地方公共団体は、第一条に規定する社会の実現を図るため、前三条に定める基本原則（以下
「基本原則」という。）にのつとり、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的
に実施する責務を有する。  

 

（情報の利用におけるバリアフリー化等） 
第二十二条  

 ２ 国及び地方公共団体は、（中略）、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進に当
たつては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮しなければならない。  



障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号） 
通称：障害者差別解消法、平成28年4月1日施行 
障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を 
尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする法律 

ウェブアクセシビリティ確保を求める法律 6 

この法律では、行政機関等（国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体、及び地方独立行政法人）や 

民間事業者に対して、「不当な差別的取扱い」を禁止し、「合理的配慮の提供」を求めています。 

○「合理的配慮の提供」とは 

障害者が日常生活や社会生活において受ける様々な制限をもたらす原因となる社会的な障壁を取り除くため、
その実施に伴う負担が過重でない場合に、特定の障害者に対して個別の状況に応じた措置を講じること。 
例．車いすの方が乗り物に乗る時に手助けをすることや、窓口で障害のある方の障害の特性に応じたコミュニケーション手段（筆談、読み上げなど） 

   で対応すること 



ウェブアクセシビリティ確保を求める法律 7 

○「合理的配慮の提供」（法律第七条、第八条）と「環境の整備」（法律第５条）の関係 

「合理的配慮」は、個々の障害者に対して、その状況に応じて個別に実施される措置であり、 

「環境の整備」は、不特定の障害者を対象に行われる事前的改善措置。 
例．車いすの方が段差のある場所を移動する際に手助けすることが「合理的配慮の提供」、スロープを設置し段差を解消することが「環境の整備」 

ホームページ掲載情報が音声読み上げソフトで読み上げることができないと問合せがあった場合、問合せ者に音声読み上げソフトで読み上げる
ことが可能なテキストファイル等を提供することが「合理的配慮の提供」、音声読み上げソフトで読み上げ可能になるようにホームページを修正す
ることが「環境の整備」 

合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、その
都度の合理的配慮の提供ではなく環境の整備を考慮に入れることにより、中・長期的なコストの削減・効率化に
つながることから、「合理的配慮の提供」と「環境の整備」の施策について連携して進めることが重要である。 

また、法律では、行政機関等及び事業者に対して、「合理的配慮の提供」を的確に行うために必要となる「環境の
整備」に努めることを求めています。 

ウェブアクセシビリティを含む情報アクセシビリティは、環境の整備として位置づけられており、行政機関等及び事
業者は、事前的改善措置として計画的に推進することが求められています。 

 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号） 
通称：障害者差別解消法、平成28年4月1日施行 
障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を 
尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする法律 



全体構成 

１．公的機関がウェブアクセシビリティ対応を求められる背景 
２．ウェブアクセシビリティに関する規定、ガイドライン等 
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ウェブアクセシビリティに関する規定・ガイドライン等 9 

障害者差別解消法 
 

ＪＩＳ Ｘ ８３４１－３ 
 

ウェブアクセシビリティは、「合理的な配慮を的確に行うための環
境の整備」の一環と位置づけられ、事前的改善措置として計画な
推進が求められている。 

みんなの公共サイト 
運用ガイドライン 

• ウェブコンテンツのアクセシビリティに関する日本工
業規格（ＪＩＳ） 

• ウェブアクセシビリティを確保するための６１項目の
達成基準を規定。 

• ６１項目の達成基準は、Ａ（最低レベル）、ＡＡ、ＡＡＡ
（最高レベル）の３つの適合レベルに分類。 

• 公的機関におけるウェブアクセシビリティの維持・
向上に向けた取組の支援を目的とした手順書。 

• ２０１７年度末までにＪＩＳ Ｘ ８３４１－３の適合レ
ベルＡＡに準拠することが目標。 

＜適合レベルＡの項目例＞ 
・画像や動画等に代替テキスト（視覚障害者等が音声読み上げソフトを使用する際、画像や動画等
の代わりに読み上げるテキスト）を提供する。 
・動画の音声情報を字幕として提供する。 
・全てのコンテンツをキーボードのみで操作可能にする。 
 
＜適合レベルＡＡの項目例＞ 
・動画に音声解説を提供する。 
・テキストは、機能やデザインを損なうことなく200％まで拡大できるようにする。 
・文字画像ではなくテキストで情報提供する。 



10 みんなの公共サイト運用ガイドラインとは 
公的機関がウェブアクセシビリティの確保・維持・向上に取り組む際の取組の支援を目
的として作成された手順書 
○運用ガイドラインの対象となる団体 

国及び地方公共団体等の公的機関※ 

 
 
 
○運用ガイドラインにおいて対応が求められる対象 

ウェブアクセシビリティへの対応が求められている対象は、全てのウェブコンテンツ。 
• 公式ホームページ（公式ホームページのスマートフォン向けサイトを含む） 
• 関連サイト（公式ホームページとは別に管理運営しているホームページ（例：観光用サイト、イベント用

サイトなど）。指定管理者を含む外部事業者に委託して公開しているものを含む。） 
• ウェブアプリケーション、ウェブシステム（例：電子申請、施設予約、各種情報検索、蔵書検索など） 
• スマートフォン向けサイト、携帯電話向けサイト 
• KIOSK端末等で提供されるウェブコンテンツ（例：公共施設等に置かれたタッチパネル式の電子申請、

施設予約など） 
• CD等の媒体に収録して配布するウェブコンテンツ（例：マニュアルなど） 
• 団体内で職員向けに運用するイントラネットのウェブコンテンツ 
• 業務アプリケーション（例：文書管理、財務会計、住民情報管理など）のうち、ウェブ技術で作成され、

ウェブ上で利用されるもの 

公式ホームページ（公式ホームページのスマートフォン向けサイトを含む）について最優先で
対応することとし、その他についても優先順位を検討し、対応を行ってください。 

※議会、教育委員会、図書館、外郭団体等の関係機関等、学校、病院、独立行政法人、公的なサービスを提供している企業も含む。 
ただし、これらの団体のホームページについては、各団体の事情を踏まえ、地方公共団体又は国の機関としての取組対象とするか、 
別組織と位置付けて取組を促すか判断してください。 



11 運用ガイドラインが求める取組と期限 

ウェブアクセシビリティ方針※１を策定・公開していない団体は、
速やかに、ウェブアクセシビリティ方針を策定・公開する。 

提供するホームページ等について、遅くとも２０１７年度末ま
でにＪＩＳ Ｘ ８３４１－３の適合レベルＡＡに準拠※２（試験の
実施と公開）する。 

１年に１回、「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表※３」を
公開する。 

※１ ウェブアクセシビリティ方針：ウェブアクセシビリティを確保するため、取り組む対象範囲、目標とする適合
レベル（Ａ，ＡＡ，ＡＡＡ）及び対応度（準拠、一部準拠等）、目標を達成する期限等を示す方針。 

※２ 準拠：ウェブアクセシビリティ基盤委員会が独自に定めた、ウェブコンテンツが『JIS X 8341-3:2016』にど
のように対応しているかを表記するための標記方法の一つ。 

•レベルAに一部準拠：レベルAの達成基準を一部満たしていない。  
•レベルAに準拠：レベルAの全ての達成基準を満たす。 
•レベルAAに一部準拠：レベルAの全ての達成基準を満たす。しかし、レベルAAの達成基準を一部満たしていない。 
•レベルAAに準拠：レベルA、レベルAAの全ての達成基準を満たす。 

※３ ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表：ウェブアクセシビリティ確保のための取組について、毎年継続
的に確認・評価するための表。「団体全体としての取組確認・評価シート」、「個々のホームページ等取組
確認・評価シート」の２つの表で構成される。 



12 ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表① 

小計 中計

対象の把握 5.1. 団体全体としてアクセシビリ
ティ対応の対象となるコンテ
ンツを把握していない

公式ホームページの管理運
営担当部署として分かる範囲
でリスト化している

過去に団体全体としてアクセ
シビリティ対応の対象となるコ
ンテンツを洗い出し把握したこ
とがある

団体全体として定期的にアク
セシビリティ対応の対象とな
るコンテンツを洗い出し把握し
ている

団体全体として定期的にアク
セシビリティ対応の対象とな
るコンテンツを一般に公開し
ない職員向けのものも含めて
洗い出し把握している

団体として統一したガイドラ
インの策定

6.1. 団体内で使用するガイドライ
ンを策定していない

団体内で使用するガイドライ
ンを策定している

団体内で使用するガイドライ
ンを、ウェブアクセシビリティ方
針で目標としている達成基準
を網羅し策定している

団体内で使用するガイドライ
ンを策定しており、最新のJIS
X 8341-3に対応している

最新のJIS X 8341-3に対応
するとともに毎年アクセシビリ
ティに関するガイドラインを確
認し、必要に応じて見直して
いる

公式ホームページ（公式
ホームページのスマートフォ
ン向けサイトを含む）

5.1.
5.2.
5.3.

ウェブアクセシビリティ方針の
策定・公開を行っていない

ウェブアクセシビリティ方針を
策定したが公開していない

全HTMLを対象としてウェブア
クセシビリティ方針を策定・公
開し取り組んでいる

全HTMLを対象としてウェブア
クセシビリティ方針を策定・公
開し、方針の見直しを行いな
がら取り組んでいる

ＰＤＦ等を含む全コンテンツを
対象としてウェブアクセシビリ
ティ方針を策定・公開し、方針
の見直しを行いながら取り組
んでいる

公式ホームページ以外のサ
イト等（関連サイト／ウェブア
プリケーション、ウェブシステ
ム／スマートフォン向けサイ
ト／携帯電話向けサイト等）

5.1.
5.2.
5.3.

ウェブアクセシビリティ方針の
策定・公開を行っていない

ウェブアクセシビリティ方針を
策定している対象があるが、
公開はしていない

対象の半数以上についてウェ
ブアクセシビリティ方針を策
定・公開し取り組んでいる

対象のすべてについてウェブ
アクセシビリティ方針を策定・
公開し取り組んでいる

対象のすべてについてウェブ
アクセシビリティ方針を策定・
公開し、方針の見直しを行い
ながら組んでいる

民間に管理を委託（指定管
理者による管理等）する施
設等のホームページ等

5.1.
5.2.
5.3.

ウェブアクセシビリティに関す
る取組を行っていない

外部発注の仕様書及び業者
選定において、ウェブアクセシ
ビリティの確保を求めている

対象の半数以上についてウェ
ブアクセシビリティ方針を策
定・公開し取り組んでいる

対象のすべてについてウェブ
アクセシビリティ方針を策定・
公開し取り組んでいる

対象のすべてについてウェブ
アクセシビリティ方針を策定・
公開し、方針の見直しを行い
ながら組んでいる

合計 0 20

運用モデ
ル項番

0点 1点 2点 3点 4点 備考
ポイント集計欄 満点

ポイント

基本的
対応の
徹底

0 8

段階的
拡大

0 12

○団体全体としての取組確認・評価シート 



13 ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表② 
○個々のホームページ等取組確認・評価シート 

小計 中計

ガイドライン 6.2.1 団体として策定した共通のガイ
ドラインがない、或いはガイドラ
インがあるかどうかわからない

団体として策定した共通のガイ
ドラインの存在は知っているが
活用していない

団体として策定した共通のガイ
ドラインを一部活用している

団体として策定した共通のガイ
ドラインに則って運用している

団体として策定した共通のガイ
ドラインに則って運用するととも
に、ガイドラインの見直すべき
点を洗い出し、見直しに参加し
ている

職員研修 6.2.2 過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する職員研修を実施し
ていない、又は参加していない

過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する職員研修を実施、
又は参加した

過去2年以内にアクセシビリ
ティに関する職員研修を実施、
又は参加した

過去1年以内にアクセシビリ
ティに関する職員研修を実施、
又は参加した

毎年アクセシビリティに関する
職員研修を実施、又は参加し
ており、来年度以降も継続する
予定である

検証 6.2.3 過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する検証を実施し問題
点を把握していない

過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する検証を実施し問題
点を把握した

過去2年以内にアクセシビリ
ティに関する検証を実施し問題
点を把握した

過去1年以内にアクセシビリ
ティに関する検証を実施し問題
点を把握した

毎年アクセシビリティに関する
検証を実施し問題点を把握し
ており、来年度以降も実施する
予定である

改善 6.2.5 過去3年以内に、公開している
ページの改善に取り組んでい
ない

過去3年以内に、公開している
ページの改善に取り組んだ

過去2年以内に、公開している
ページの改善に取り組んだ

過去1年以内に、公開している
ページの改善に取り組んだ

公開しているページの改善に
毎年取り組んでおり、来年度以
降も実施する予定である

取組の実現内容 7.1. 過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する取組内容につい
て取組確認・評価表により確
認していない

過去3年以内にアクセシビリ
ティに関する取組内容につい
て取組確認・評価表により確
認し結果をホームページで公
開した

過去2年以内にアクセシビリ
ティに関する取組内容につい
て取組確認・評価表により確
認し結果を各ホームページで
公開した

過去1年以内にアクセシビリ
ティに関する取組内容につい
て取組確認・評価表により確
認し結果を各ホームページで
公開した

毎年アクセシビリティに関する
取組内容について取組確認・
評価表により確認し、結果を
ホームページで公開しており、
来年度以降も実施する予定で
ある

アクセシビリティの
実現内容

7.2. 過去3年以内にアクセシビリ
ティの実現内容について、最新
のJIS X 8341-3に基づく試験
による確認を行っていない

過去3年以内にアクセシビリ
ティの実現内容について、最新
のJIS X 8341-3に基づく試験
により確認し、結果をホーム
ページで公開した

過去2年以内にアクセシビリ
ティの実現内容について、最新
のJIS X 8341-3に基づく試験
により確認し、結果をホーム
ページで公開した

過去1年以内にアクセシビリ
ティの実現内容について、最新
のJIS X 8341-3に基づく試験
により確認し、結果をホーム
ページで公開した

毎年アクセシビリティの実現内
容について、最新のJIS X
8341-3に基づく試験により確
認し、結果をホームページで公
開しており、来年度以降も実施
する予定である

利用者の意見収集 6.3.3 一般的な意見収集としては取
り組んでいるが、アクセシビリ
ティについて積極的な意見収
集には取り組んでいない

アクセシビリティについて積極
的な意見収集に取り組んでい
る

複数の手段により、アクセシビ
リティについて特化した意見収
集を継続的に取り組んでいる

複数の手段により、アクセシビ
リティについて特化した意見収
集を継続的に取り組み、ホー
ムページ全体の改善に利用し
ている

－

利用者との協力体
制／ユーザー評価

4.3.7
6.2.4

アクセシビリティを確保・維持・
向上のために、利用者（社会
福祉協議会、当事者団体、支
援団体等を含む）へ協力を求
めたことがない

利用者（社会福祉協議会、当
事者団体、支援団体等を含む）
の声を聴取し、ホームページの
改善を行ったことがある

継続的にアクセシビリティを
チェックするモニター制度を設
け、ホームページの改善に利
用している

継続的にアクセシビリティを
チェックするモニター制度を設
け、ホームページの改善に利
用している。また、関係部署等
と連携し、利用者のホームペー
ジ閲覧等のスキル向上につな
がる取組を行っている

－

　 　 合計 0 30

利用者との
協調

0 6

満点
ポイント

継続性

0 16

実現内容の
確認と公開

0 8

運用モデ
ル項番

0点 1点 2点 3点 4点 備考
ポイント集計欄



14 みんなのアクセシビリティ評価ツール：miChecker（エムアイチェッカー） 

JIS X 8341-3に基づく取組を支援するための、ホームページのアクセシビリティ評価ツール 

○miCheckerの機能 
• 明らかに問題がある箇所を特定します。 
• 問題の可能性が高い箇所、問題があるかどうか人が判断すべき箇所を特

定します。 
• 問題箇所に関連するJIS X 8341-3の関連情報を提供します。 
• 音声読み上げソフトの読み上げ順や、高齢者・弱視者の見え方などを視覚

的にシミュレーションし、問題の把握や目視確認時の判断を支援します。 

○miCheckerの利用場面 
• 新しいページの公開前に、問題の有無を確認する 
• 既に公開されているページの問題の有無を確認する 
• リニューアルなどの際、業者の作成したページの検証を行う 
• CMSにmiCheckerの機能を取り入れ、日々の運用で利用す

る。（付属資料「CMS等との連携手順書」参照） 

【注意点】miCheckerはJIS X 8341-3に基づく検証を全て自動的に行えるものではありません。人の判断により検証すべき項目が多数あります。 



15 総務省の今後の取組（予定） 

○平成２９年度 
国及び地方公共団体の公式ホームページを対象に、 
miCheckerを用いてウェブアクセシビリティ対応状況調
査（ＪＩＳ Ｘ ８３４１－３への対応状況調査）を行う。 
調査結果については、ランキング化するなど、各団体
の取組状況を可視化し、公表する。 
 
○平成３０年度以降 
引き続き、公的機関のウェブアクセシビリティ対応の取
組を促進するための施策を実施。 



参考 



（出典）総務省「障がいのある方々のインターネット等の利用に関する調査研究」（平成２４年６月） 

■全体 

■障がい種別 

インターネット利用率 
 
 
 

91.7％ 
 
93.4％ 
 
82.7％ 
 
46.9％ 

17 障害者がインターネット利用で困ること 

インターネット利用率 
 
 
 

53.0％ 



18 地方公共団体のウェブアクセシビリティ対応状況 
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ウェブアクセシビリティ基盤委員会「公的機関におけるウェブアクセシビリティ方針策定と試験結果表示の実態調査 

ウェブアクセシビリティ方針公開団体数 試験結果公開団体数 

総務省「地方自治管理概要」：「ＪＩＳ Ｘ ８３４１－３に準拠している」と回答した団体数 



障害者差別解消法 19 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 
 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配
慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修
その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等※は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者
と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 
２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必
要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、
障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に
応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 
 

 

※行政機関等：国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体、及び地方独立行政法人（同法第二条第三項） 

 



障害者差別解消法 基本方針 20 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針※ 

第２行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項 

３ 合理的配慮 

（１）合理的配慮の基本的な考え方 

エ 合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバリアフリー化、介助者等の人的
支援、情報アクセシビリティの向上等の環境の整備（「第５」において後述）を基礎として、個々の障害者に対
して、その状況に応じて個別に実施される措置である。（後略） 

ア （前略）なお、合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわた
る場合等には、その都度の合理的配慮の提供ではなく、後述する環境の整備を考慮に入れることにより、
中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重要である。 

 

第５ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

１ 環境の整備 

法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置（いわゆるバリアフリー法に基づく公
共施設や交通機関におけるバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを支援するためのサービス・介助
者等の人的支援、障害者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上等）につ
いては、個別の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を的確に行うための環境の整備
として実施に努めることとしている。（中略） 

障害者差別の解消のための取組は、このような環境の整備を行うための施策と連携しながら進められること
が重要であり、ハード面でのバリアフリー化施策、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向上のた
めの施策、職員に対する研修等、環境の整備の施策を着実に進めることが必要である。  

 

※基本方針は、障害を理由とする差別の解消に向けた、政府の施策の総合的かつ一体的な実施に関する基本的な考え方を示すもの。 



ウェブアクセシビリティに関する規格・ガイドラインの動向 21 

平成11年５月 

ウェブアクセシビリティガイドライン※１1.0 
（Ｗ３Ｃ/ＷＡＩ ※２ ） 

平成16年６月 

平成11年５月 

世界での動き 

※２ Ｗ３Ｃ（World Wide Web Consortium）：ウェブで利用される技術を扱う国際的な標準化団体 
    ＷＡＩ（Web Accessibility Initiative）：Ｗ３Ｃ内に組織されているウェブアクセシビリティの向上を目的とした団体 

※１ ウェブアクセシビリティガイドライン：W3Cにより定められたウェブページのアクセシビリティに関するガイドライン 

平成17年12月 

インターネットにおける 
アクセシブルなウェブコ
ンテンツの作成方法に 

関する指針 
（郵政省、厚生省） 

高齢者・障害者等配慮設計指針 
（第３部：ウェブコンテンツ） 

（日本工業規格JIS X8341-3:2004） 
（経済産業省） 

 
みんなの公共サイト運用モデル 

（総務省） 
 

情報処理機器 
アクセシビリティ指針 

（通産省告示） 

平成２年６月 
（平成12年６月改定） 

平成20年12月 

平成22年8月改正 

日本工業規格JIS X8341-3：2010 
（経済産業省） 

 
みんなの公共サイト運用モデル 

（2010年度版） 
（総務省） 

 

平成23年3月改定 

ウェブアクセシビリティガイドライン 2.0が 
ISO/IEC40500:2012※３として承認 
(ウェブアクセシビリティガイドライン2.0＝ISO/IEC40500:2012) 

ウェブアクセシビリティガイドライン2.0 

平成2４年10月 

平成28年3月改正 

日本工業規格JIS X8341-3：2016 
（経済産業省） 

 
みんなの公共サイト運用ガイドライン 

（2016年版） 
（総務省） 

 

平成28年4月公開 

国内での動き 

 
みんなのアクセシビリティ評価

ツールmiChecker Ver.1.0 
（総務省） 

 

 
みんなのアクセシビリティ評価

ツールmiChecker Ver.2.0 
（総務省） 

 

国内規格（JIS）が国際規格
（ISO/IEC40500:2012） 
と完全一致するように改正 

※３ ＩＳＯ（International Organization for Standardization：国際標準化機構）：様々な分野の技術を扱う国際的な標準化団体 
    ＩＥＣ（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）：電気工学、電子工学、および関連した技術を扱う国際的な標準化団体 

国内規格（ＪＩＳ）の策定 ウェブアクセシビリティガイド
ライン2.0を踏まえた改正 
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